
別海町地域貢献中小企業支援事業（エコ型住宅建設促進事業）補助金交付要綱

平成２２年４月１日別海町訓令第６号

改正

平成25年４月１日別海町訓令第22号

平成28年３月31日別海町訓令第14号

平成31年３月29日別海町訓令第14号

（目的）

第１条 この要綱は、別海町中小企業振興基本条例（平成２１年別海町条例第１４号）第

４条第１号に規定する中小企業者等の経営基盤の強化を助長するとともに、同条例第１

１条に規定する中小企業の健全な発展と育成に向けた町民の理解と協力を促進するため

に、町内企業に発注しエコ型住宅を建設する者に対する補助金の交付について、別海町

補助金等交付規則（昭和５９年別海町規則第４号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めることを目的とする。

（補助対象者）

第２条 補助金の交付を受けることができる者は、次のいずれかに該当する者であり、別

海町内に住宅（営利目的「貸家、アパート、店舗等」は除く。）を新築、増改築又は改

修する工事契約を別海町内に本店を置く建設業者（個人事業主を含む。）と締結し、当

該住宅を自ら所有する者とする。

（１） 町内に居住しており本人が町税を滞納していない者

（２） 住宅の新築、増改築又は改修を機会に町内に居住する者で本人が前住地におい

て市町村税を滞納していない者

（補助対象事業）

第３条 補助対象事業は、次の各号のいずれにも該当する工事とする。

（１） 住宅の新築、増改築又は改修の工事のうち次に掲げる工事

ア 国土交通省告示の「省エネ基準」の断熱性能に適合した部材を使用する工事で次

のいずれかに該当するもの

（ア） 外壁の断熱工事

（イ） 屋根の断熱工事

（ウ） 天井の断熱工事

（エ） 床の断熱工事



（オ） 窓等開口部の断熱工事（対象となる居室の開口部全部を行うことが必要）

イ アの工事の施行箇所に設置する高効率給湯器、高断熱浴槽、節水型トイレ及び高

効率照明器具（LED等）の工事

（２） 前号の使用資材は、未使用品であること。

（３） 申請年度に新築、増改築又は改修工事をするもので当該年度の３月３１日まで

に工事を完成するものであること。

（４） 下請業者を使用する場合は、町内に事業所を有する者で構成するものとする。

ただし、やむを得ない事情があると町長が認める場合は、この限りでない。

２ 住宅用太陽光発電システムに係る施工は、補助の対象としない。

（補助金の額）

第４条 補助金の額は、次の各号に掲げる額を限度額とし、予算の範囲内で補助する。た

だし、補助金に１千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

（１） 新築工事の限度額は、対象工事費の２０％以内で１００万円

（２） 増改築又は改修工事の限度額は、対象工事費の４０％以内で７５万円

２ 補助金の申請は、同一の年度内において、同一者につき１回限りとする。

（補助金の交付申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、建築業者と契

約を締結後３か月以内に補助金等交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添付し、

町長に提出しなければならない。

（１） 収支予算書（第２号様式）

（２） 補助事業の実施場所を示す位置図

（３） 工事内容等を明らかにする平面図、立面図、断面図、断熱詳細図等省エネ基準

仕様のわかる図面及び各種カタログの写し

（４） 補助事業の実施に係る契約書及び経費の内訳が確認できる見積書その他書類の

写し

（５） 補助事業の実施場所の現況写真

（６） 第２条第１項第１号に該当する場合は、町税完納証明書

（７） 第２条第１項第２号に該当する場合は、転入前の市区町村から発行された完納

証明書

（８） 下請業者選定名簿（下請施工がある場合に限る。）



（９） その他町長が必要と認める書類

（補助金の交付決定）

第６条 町長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、必要に応じて現地調査

を行い適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、その旨を補助金交付決定通知書（第

３号様式）により申請者に通知する。

２ 前項の審査により、補助金を交付することが不適当と認めたときは、交付しない旨の

決定をし、その旨を補助金不交付決定通知書（第４号様式）により申請者に通知する。

（事業計画の変更）

第７条 補助金交付決定通知書を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、事業

内容や計画に変更が生じたときは、補助金等交付変更（中止）承認申請書（第５号様式）

を町長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、事業費がその２０％未満

の場合は、この限りでない。

２ 町長は、前項の申請内容を適当と認めた場合は、その旨を申請者に通知するものとす

る。

（実績報告）

第８条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、補助事業実績報告書（第６号様

式）に次に掲げる書類を添付し、すみやかに町長に提出しなければならない。

（１） 工事完成写真

（２） 経費の内訳が確認できる請求書又は支払領収書の写し

（３） その他町長が必要と認める書類

（補助金の請求）

第９条 交付決定者は、当該年度末日までに、補助金交付決定通知書（様式第３号）の写

しを添えて、町長に補助金の請求書を提出しなければならない。

（補助金の交付決定の取消し）

第１０条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、規則第９条の規定により補助

金の交付決定の全部又は一部を取消すことができる。

（１） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

（２） 補助金を事業目的以外に使用したとき。

（３） その他不正があったとき。

（補助金の返還）



第１１条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取消した場合において、既に交

付された補助金があるときは、期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずることがで

きる。

（帳簿及び書類の整備）

第１２条 補助金の交付を受けた申請者は、当該補助対象事業に関する帳簿及び書類を備

え、これらを１０年間保管しておかなければならない。

（委任）

第１３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。


